































































































































































































































































































































































































































鳥取大学教育学部研究報告 人文 。社会科学 第 45巻 第 2号 (1994)   141
で,島恭彦『財政政策論』を余りにもネガティヴに評価しすぎた, との批判を受けるかもしれない。
もちろん私も,この著作の歴史的意義は高く評価しているし,財政学に関して広く深い内容を持つ
本書を, とうてい生産力理論という一つの視点からのみで評価しきれるものではないことは,十分
認識しているつもりである。
しかし,あえて私がこのような方法をとったのは,もちろん生産力理論という狭い窓口から『財
政政策論』を見たことにもよるが,同時に,私が指摘するまでもなく,本書は戦前の日本財政史研
究上,「重要な研究史的意義を持っている」律0として,すでに高い評価を得ているからである。この
『財政政策論』の日本財政分析は,戦後,島財政学の評価を高めた『大蔵大臣』(岩波書店,1949年)
や『軍事費』(岩波文庫,1966年)として結実する。のみならず,すでに『財政政策論』で示されて
いた財政学の方法と対象一=財政学は経済学の方法に立脚し,「政治と経済の矛盾」を対象とする一
―は,島財政学の集大成ともいうべき『財政学概論』(岩波書店,1963年)へと,みごとに発展した。
高橋誠は言う。
「この著作 (『大蔵大臣』をさす一引用者)の原型は,戦時中に刊行された『財政政策論』のなか
にもとめられる。このような非常に早い時期に,現在問題となっている昭和初期の『井上財政』や
『高橋財政』をとりあげ,これに的確な評価を下していることは注目されるべきであろう。昭和史
に関する研究の戦後の出発点という意味でもこの著作は,現在において再評価に値するものである
といえよう。」“
6)′
私も『財政政栄論』の,こうした再評価を強く望んでいる一人である。しかしその際,私達は戦
後における島恭彦の財政学徒としての歩みが,この『財政政策論』における生産力理論への真摯な
反省を発展の軸として開始されたことを,決して見落としてはならないであろう。本稿が,そうし
た評価の一助となれば幸いである。
高畠通敏「生産力理論」思想の科学研究会編『共同研究 転向』中巻 (平凡社,1960年)204頁。
戸塚秀夫「社会政策本質論争の一回顧一『社会政策論の再編成』のための前提―」大河内一男先生還暦記念論文
集刊行委員会『社会政策学の基本問題』(有斐閣,1966年)5頁。
(3)この指摘は,浅田光輝「退潮期社会科学の思想」(住谷悦治他編『反動期の社会思想』講座・日本の社会思想史4,
芳賀書店,1967年)を参照。
(4)例えば,宮本憲―による『島恭彦著作集』第1巻 (有斐閣,1983年)解題,及び高橋誠による『島恭彦著作集』
第3巻の解題を参照。
G)財政学研究会『財政学研究』第16号,1991年, 3買。
(6)小山弘健『日本資本主義論争史』上,青木書店,1953年,205頁。
(η 島恭彦『財政政策論』河出書房,1943年, 8頁。
(8)同上,31買。
0)同上,「序論」4頁。
10 同上, 4頁。
tD 同上,32買。
CD 前掲「生産力理論」205頁。
10 大河内一男『戦時社会政策論』(『大河内一男著作集』第4巻,青林書院新社,1969年)133買。
10 前掲『財政政策論』4～5頁。
10 原朗「1930年代の満州経済」満州史研究会『日本帝国主義下の満州』御茶ノ水書房,1972年,75貢。
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藤田安一 :戦時財政経済政策における「生産力理論」の批判的検討
詳しくは,秦郁彦『軍ファシズム運動史』(河出書房新社,1962年)246頁を参照。
荻窪会談については,有馬頼寧『政界道中記』(日本出版共同株式会社,1951年)117～119頁を参照。
生産力拡充政策が「軍財抱合」財政の成立に与えた影響については,藤田安―「『軍財抱合』財政と『生産力拡充』
政策」(『京都大学経済論集』第3号,1991年8月)を参照。
椎名悦三郎『戦時経済と物資調整』産業経済学会,1941年,109頁。
深井英五『人物と思想』日本評論社,1939年,269頁。
詳しくは,藤田安―「『高橋財政』と国民経済一財政政策の根本問題によせて― (I)(H)」(政治経済史学会『政
治経済史学』第289。290号,1990年5・6月)を参照。
1221 賀屋興宣が蔵相に就任した際に述べた談話については,日本銀行調査局編『日本金融史資料・昭和編』第34巻(大
蔵省印刷局,1937年)3～4頁を参照。
『大阪朝日新聞』1937年6月7日。
同上。
賀屋興宣が提唱した「財政経済三原則」が,日本の戦時財政および戦時統制経済の成立に有した歴史的意義につ
いては,藤田安―「賀屋興宣と戦時財政経済政策J(財政学研究会『財政学研究』第16号,1991年8月)を参照。
90 『帝国大学新聞』1939年, 1月23日。
1271 日本における練制経済とその発展過程については,中村隆英『日本の経済統制』(日本経済新聞社,1974年)を参
照。
90 高橋財政から馬場財政への移行が有した歴史的意義については,藤田安―「『高橋財政』から『馬場財政』への移
行とその歴史的意義一日本戦時財政研究序説―」(『京都大学経済論集』第1号,1990年9月)を参照。
90 この「財政経済三原則」の3項目については,「財政経済策三方針と蔵相談」前掲『日本金融資料・昭和編』第34
巻, 3～4頁を参照。
日本銀行調査特別調査室『満州事変以後の財政金融史』1948年,226頁。
池田成彬蔵相兼商相が提唱した「池田財政経済三原則」の内容とその歴史的意義については,藤田安―「池田成
彬の財政経済政策一『軍財再抱合』財政の歴史的意義一」(『京都大学経済論集』第5号,1992年9月)を参照。
兵藤釧「労働経済」東京大学経済学部『東京大学経済学部五十年史』東京大学出版会,1976年,393買。
前掲『財政政策論』269～270頁。
同上, 4～5貢。
高橋是清蔵相の租税政策については,前掲「『高橋財政』から『馬場財政』への移行とその歴史的意義一日本戦時
財政研究序説―」を参照。
00 馬場鎮一蔵相の「税制改革案」については,大蔵省昭和財政史編集室『昭和財政史』第5巻『租税』(東洋経済新
報社,1957年)第2章第3節「膨大予算の出現と馬場税制改革案」を参照。
00 結城豊太郎蔵相の租税改革については,前掲『昭和財政史』第5巻『租税』第2章第4節「結城蔵相の登場と臨
時fEI増徴法」を参照。
00 この間の租税政策の変遷については,前掲『昭和財政史』第5巻『租税』を参照。
00 第73議会の臨時租税措置法案の趣旨については,「第73回帝国議会衆議院議事速記録第14号J(内閣印刷局『官報』
号外,1938年2月18日)を参照。
10 第79議会の臨時租税措置改正法案の趣旨については,「第79回帝国議会衆議院議事速記録第4号」(内閣印刷局『官
報』号外,1942年1月23日)を参照。
90 武田隆夫「戦時財政法(法体制崩壊期)」鵜飼信成他編『講座日本近代法発達史』第8巻,動車書房,1959年,20買。
lD 臨時利得税法案の内容とその成立経緯については,前掲『昭和財政史』第5巻『租税』第2章第2節「藤井蔵相
と臨時利得税」を参照。
10 前掲『財政政策論」70頁。
10 同上,■0買。
90 高橋誠「解題」前掲『島恭彦著作集』第3巻,362頁。
10 同上,371買。
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(1994年8月31日受理)
